別記様式第１号（第４条関係）

令和　　年度 新規就業促進対策事業助成金交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　第　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 令和　年　月　日

一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団理事長　様

                                             住所

                                             氏名               　  　　  　    印

令和　　年度において別紙事業計画書により 新規就業促進対策事業を実施したいので，
助成金　　　　　　　円を交付してください。

別記様式第２号（第４条関係）

事    業    計　　　画    書

（新規就業促進対策事業の場合）

	助成金交付対象者職氏名
	　

	雇　　用　　期　　間
	始 ： 令和　　 年　　 月　 　日～終 ： 令和　　 年　 　月　　 日

	支度した林業作業用機材の名称型式
	単価
	数量
	金　　額
	左のうち他からの助成
	差　引　金　額

	チェーンソー
	円
	１
	円
	円
	円

	刈　　払　　機
	
	１
	
	
	

	合計金額
	

	（合計金額の４分の１）助成対象金額（100円未満切り捨て）
	


注１：助成金交付対象者ごとに用紙を変えること。

注２：雇用契約（雇用契約書等），支出経費の計画が確認できる書類（明細が確認できる見積
書，請求書，値段表等）を添付すること。
別記様式第１号（第４条関係）

令和　　年度 人材育成支援事業助成金交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　第　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 令和　年　月　日

一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団理事長　様

                                             住所

                                             氏名               　  　　  　    印

令和　　年度において別紙事業計画書により 人材育成支援事業を実施したいので，
助成金　　　　　　　円を交付してください。

別記様式第２号（第４条関係）
事    業    計　　　画    書

（人材育成支援事業の資格取得支援の場合）

	助成金交付対象者職氏名
	　

	資　　格　　名
	取　得

年月日
	支出経費

区　　分
	金　　　　額
	左のうち他

からの助成
	差引金額
	添付

書類

番号

	
	
	
	円
	円
	円
	　

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計金額
	
	

	（合計金額の４分の１）助成対象金額（100円未満切り捨て）
	
	


注１：助成金交付対象者ごとに用紙を変えること。

注２：支出経費の計画，及び計画の添付書類が，会場費,講師料，資料代，修了証発行手数
料等に分かれる場合は，支出区分ごとに改行し，支出経費の計画が確認できる添付書類（明細が確認できる見積書，受講料金表，請求書等）には番号を付すこと。

注３：資格取得の計画を証明できる書類及び事業計画内容を確認できる書類を添付するこ
と。

別記様式第３号（第５条関係）

令和　　年度新規就業促進対策事業助成金交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　 　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団理事長　様

                                      　　　　   住所

                              　    　　　　　　   氏名     　　     　   　　　　　　  印

令和　　年度において別紙事業成績書のとおり　新規就業促進対策事業を終了しましたので，　助成金　　　　　　　円を交付してください。

１　事業着手年月日        令和　　年　　月　　日

２　事業完了年月日        令和　　年　　月　　日

３　助成金口座振替先

	金融機関名
	支店名
	預金種目
	口座番号
	フリガナ
口座名義

	
	
	
	
	


別記様式第４号（第５条関係）

事    業    成    績    書
（新規就業促進対策事業の場合）

	助成金交付対象者職氏名
	

	雇　　用　　期　　間
	始 ： 令和　　　年　　　月　　　日～終 ： 令和　　　年　　　月　　　日

	支度した林業作業用機材の名称型式
	単価
	数量
	金　　額
	左のうち他からの助成
	差　引　金　額

	チェーンソー
	円
	１
	円
	円
	円

	刈　払　機
	
	１
	
	
	

	合計金額
	

	（合計金額の４分の１）助成対象金額（100円未満切り捨て）
	


注１：助成金交付対象者ごとに用紙を変えること。

注２：雇用契約（雇用契約書等），支出経費が確認できる書類（明細が確認できる領収書等）を添付すること。
別記様式第３号（第５条関係）

令和　　年度人材育成支援事業助成金交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　 　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団理事長　様

                                      　　　　   住所

                              　    　　　　　　   氏名     　　     　   　　　　　　  印

令和　　年度において別紙事業成績書のとおり人材育成支援事業を終了しましたので，　　　　助成金　　　　　　　　　　円を交付してください。

１　事業着手年月日        令和　　　年 　　月　 　日

２　事業完了年月日        令和　　　年　　　月　　 日

	金融機関名
	支店名
	預金種目
	口座番号
	フリガナ
口座名義

	
	
	
	
	　


３　助成金口座振替先

別記様式第４号（第５条関係）
事    業    成    績    書
（人材育成支援事業の資格取得支援の場合）

	助成金交付対象者職氏名
	

	資　　格　　名
	取　得

年月日
	支出経費

区　　分
	金　　　　額
	左のうち他

からの助成
	差引金額
	添付

書類

番号

	
	
	
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計金額
	
	

	（合計金額の４分の１）助成対象金額（100円未満切り捨て）
	
	


注１：助成金交付対象者ごとに用紙を変えること。

注２：支出経費，及び添付書類が，会場費,講師料，資料代，修了証発行手数料等に分かれ
る場合は，支出区分ごとに改行し，支出経費が確認できる添付書類（明細が確認できる領収書等）には番号を付すこと。

注３：資格取得を証明できる書類及び事業内容を確認できる書類を添付すること。

別記様式第６号（第１３条関係）

令和　　年度新規就業促進対策事業実績報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　

一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団理事長　様

                                      　　　  住所

                                       　 　　氏名                  　　       印

令和　　年度助成事業を次のとおり完了したので報告します。

１　助成事業名　　　　　　　　　新規就業促進対策事業
２　事業成績書（別紙のとおり）

３　事業着手年月日        令和　 年 　月　 日

４　事業完了年月日        令和　 年　 月　 日

５　助成金口座振替先
	金融機関名
	支店名
	預金種目
	口座番号
	フリガナ
口座名義

	
	
	
	
	


（注）事業成績書の様式は別記様式第４号と同じ。

別記様式第４号（第５条関係）

事    業    成    績    書
（新規就業促進対策事業の場合）

	助成金交付対象者職氏名
	

	雇　　用　　期　　間
	始 ： 令和　　　年　　　月　　　日～終 ： 令和　　　年　　　月　　　日

	支度した林業作業用機材の名称型式
	単価
	数量
	金　　額
	左のうち他からの助成
	差　引　金　額

	チェーンソー
	円
	１
	円
	円
	円

	刈　払　機
	
	１
	
	
	

	合計金額
	

	（合計金額の４分の１）助成対象金額（100円未満切り捨て）
	


注１：助成金交付対象者ごとに用紙を変えること。

注２：雇用契約（雇用契約書等），支出経費が確認できる書類（明細が確認できる領収書等）を添付すること。
別記様式第６号（第１３条関係）

令和　　年度人材育成支援事業実績報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　

一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団理事長　様

                                      　　　  住所

                                       　 　　氏名                  　　       印

令和　　年度助成事業を次のとおり完了したので報告します。

１　助成事業名　　　　　　　　　人材育成支援事業
２　事業成績書（別紙のとおり）

３　事業着手年月日        令和　 年 　月　 日

４　事業完了年月日        令和　 年　 月　 日

５　助成金口座振替先
	金融機関名
	支店名
	預金種目
	口座番号
	フリガナ
口座名義

	
	
	
	
	


（注）事業成績書の様式は別記様式第４号と同じ。

別記様式第４号（第５条関係）

事    業    成    績    書
（人材育成支援事業の資格取得支援の場合）

	助成金交付対象者職氏名
	

	資　　格　　名
	取　得

年月日
	支出経費

区　　分
	金　　　　額
	左のうち他

からの助成
	差引金額
	添付

書類

番号

	
	
	
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計金額
	
	

	（合計金額の４分の１）助成対象金額（100円未満切り捨て）
	
	


注１：助成金交付対象者ごとに用紙を変えること。

注２：支出経費，及び添付書類が，会場費,講師料，資料代，修了証発行手数料等に分かれ

る場合は，支出区分ごとに改行し，支出経費が確認できる添付書類（明細が確認できる領収書等）には番号を付すこと。

注３：資格取得を証明できる書類及び事業内容を確認できる書類を添付すること。


別記様式第８号（第３条第１項第５号関係）

新規就業促進対策事業助成対象者雇用状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　 　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　

一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団理事長　様

                                　　　  住所

                                 　 　　氏名      　　　　　　　                   印

　令和　　年度に助成対象となった者の雇用状況を次のとおり報告します。

	令和　　年度

助成を受けた内容
	雇用
開始

年月日
	左の者の

当該年度末の

雇用状況

（いずれかに〇）
	退　職

解雇等
年月日
	返還
対象の
有無
	要返還額

	氏　　名
	助成金額
	
	
	
	
	

	
	円
	
	雇用中

退職

解雇
	
	
	円

	
	
	
	雇用中

退職

解雇
	
	
	


· 雇用中，退職等を証する書面（出勤簿，退職辞令，解雇通知書，社会保険資格喪失届，雇用保険資格喪失届）の写し等を貼付すること。

【新規就業促進対策事業】


事業が完了しておらず，領収書がない場合








【新規就業促進対策事業】


事業が完了しておらず，領収書がない場合








【人材育成支援事業】


事業が完了しておらず，領収書がない場合








【人材育成支援事業】


事業が完了しておらず，領収書がない場合








【新規就業促進対策事業】


事業が完了し，領収書がある場合











【新規就業促進対策事業】


事業が完了し，領収書がある場合








【人材育成支援事業】


事業が完了し，領収書がある場合








【人材育成支援事業】


事業が完了し，領収書がある場合








【新規就業促進対策事業】


計画で申請した事業が完了した場合





【新規就業促進対策事業】


計画で申請した事業が完了した場合





【人材育成支援事業】


計画で申請した事業が完了した場合





【人材育成支援事業】


計画で申請した事業が完了した場合








【新規就業促進対策事業】


助成金交付後，翌年度末に報告する様式








